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水道ビジョン策定におけるＡＭ手法の適用事例 

 

日本水工設計（株） 東京支社 寺井 達也 

 

１．はじめに 

厚労省が国の水道ビジョンを策定し、水道事業体に地域水道ビジョンの策定を求めた目的の一つに、中

長期の更新需要及び財政収支見通しに基づく、計画的な施設更新と資金確保の啓蒙がある。しかし、水道

ビジョン策定割合は平成 22 年 10 月 1 日現在、事業数ベースでは上水道事業 44％、用水供給事業 58％に留

まっている。また、水道ビジョン策定において中長期の更新需要や財政収支見通しを検討した事例は少な

いように思われる。 

施設更新を含む資産管理手法としては、平成 21 年 7 月に厚労省から「水道事業におけるアセットマネジ

メント(資産管理)に関する手引き」(以下「手引き」という。) が公表されるなど、アセットマネジメント 

(ＡＭ) が注目されている。 

本稿では、ＡＭ手法を活用して中長期の施設更新・維持管理計画を立案したうえで、今後 10 年間の事業

計画としての水道ビジョンを策定した事例を報告する。 

２．水道事業の概要 

業務対象であるＡ市は、中部地方に位置する人口約 68,000 人の中堅都市で、水道事業は１上水道事業、

１簡易水道事業の２事業を運営している。Ａ市水道事業の概要を表－1 に示す。 

表－1 Ａ市水道事業の概要 

項 目 上水道事業 簡易水道事業 備 考 

創設年度 昭和 33 年度 昭和 26 年度  

実績給水人口 約 65,000 人 約 3,000 人 計 68,000 人 

実績一日最大給水量 約 29,000m3/日 約 1,500m3/日  

水 源 
表流水、伏流水、湧水、 

深井戸、浄水受水 
表流水  

浄水処理 
緩速ろ過(1)、急速ろ過(4)、 

消毒のみ(4) 
急速ろ過(1)、膜ろ過(1) ( )は箇所数 

３．水道ビジョン策定フロー 

水道ビジョン策定フローを図－1 に示す。まず、水道施

設機能診断・基礎調査により現状分析・課題の抽出を行い、

将来像と目標を設定する。次に、目標に対し、60 年間の施

設整備及び維持管理に関する長期基本構想を策定する。水

道ビジョンは、ハード面では長期基本構想に基づくものと

当面課題に対応するものを取り入れ、ソフト面では、経営

効率化や給水サービス向上等を取り入れている。 

本稿では、ＡＭ手法を取り入れた部分として長期基本構

想の内容について述べる。長期基本構想は施設整備計画と

維持管理計画で構成され、前者は手引きにおけるマクロマ

ネジメント、後者はミクロマネジメントに相当する。 

ＡＭはマクロマネジメントとミクロマネジメントのセッ
図－1 水道ビジョン策定フロー 

水道施設機能診断・基礎調査 

課題の抽出・整理／将来像・目標の設定 

水道ビジョンの策定(10 年間の事業計画) 

①ハード面 

長期基本構想に基づく施設整備・維持

管理計画＋当面課題対応 

②ソフト面 

経営効率化、給水サービス向上等 

長期基本構想の策定(60 年間の基本構想) 

①施設整備計画(マクロマネジメント) 

②維持管理計画(ミクロマネジメント) 
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トで効果が発揮されるが、ミクロマネジメントでは維持管理におけるリスク管理として将来的な情報蓄積

の方向を提案した。 

４．現状における更新需要及び財政収支の見通し 

（１）更新需要の見通し 

更新需要は、構造物及び設備は固定資産台帳の帳簿価格、管路は管種・口径別延長をもとに算出した。

算出結果を図－2 に示す。特徴は以下のとおりである。 

①今後 60 年間の更新需要は現行料金での投資可能額の約 2.0 倍。 

②事業費の時期変動が大きい。（整備時期の集中） 

③管路の占める割合が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 更新需要の見通し（現状） 

（２）財政収支の見通し 

財政収支は、資金収支に着目し、現行料金を継続する場合と、事業継続に必要な供給単価（料金水準）

を設定する場合の２通りを試算した。前者の場合は更新需要の見通しから明らかなように、事業費確保の

ためには起債の増加が必要で、いずれは資金が底をつく結果となる。 

後者の場合は、図－3 に示すように、供給単価の変動が大きく世代間の公平性が確保されず、また、ピ

ーク時の供給単価が現状の 1.9 倍と高くなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 単年度資金収支と資金残高の推移（現状、料金改定考慮） 
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５．施設整備計画 

（１）計画方針 

現状施設の単純更新では事業継続が困難であることを踏まえ、以下の方針で施設整備計画を検討した。 

①水道システムの再構築によるライフサイクルコストの低減 

・本市水道システムの特徴として、需要に対して施設規模に余裕があること、周辺町村の合併により拡

張してきた経緯から施設数（特にポンプ施設）が多いことがある。 

・施設規模の余裕と地理的特性を活かした施設の統廃合、ポンプ施設の削減により、ライフサイクルコ

スト(LCC)の低減を図る。 

②施設（特に管路）の延命化による施設更新費用の低減 

・施設更新費用の低減方策には、施設の延命化、整備単価の低減がある。整備単価の低減は浅層埋設や

共同施工など既に取り組んでいるもの、民間活用など個別事業ごとに取り組むものであり、現時点で

のコスト低減効果は明確でない。 

・施設の延命化、特に更新需要に占める割合の高い管路の延命化方策を検討する。 

 

（２）水道システム再構築計画 

自然流下方式への転換によるポンプ施設の削減、施設の統廃合による「LCC の低減」を第１目標に、現

状の課題である「供給水質の向上・均一化」「バックアップ機能の向上」「環境負荷の低減」を図る水道シ

ステム再構築計画を立案した。現状施設の単純更新と比較したコスト面における効果を以下に示す。 

①資産額の低減：ポンプ施設削減や施設の統廃合により、資産額が 92％まで低減され、更新費用の低減

が見込まれる。 

②ＬＣＣの低減：動力費、薬品費などランニングコストが低減される。 

 

（３）構造物及び設備の整備計画 

構造物及び設備について整備優先順位と更新寿命を設定し、60 年間の整備計画を策定した。 

①整備優先順位の設定 

水道システム再構築に係る整備は、ライフサイクルコスト低減効果を大きくするため、出来るだけ早期

に整備を行う。整備優先順位は、緊急性、ライフサイクルコスト低減効果、再構築に係る整備順序の制約、

既存施設の更新サイクル等を考慮して設定した。 

②更新寿命の設定 

本計画での更新時期は、実績や協会推奨更新時期等を参考に、表－2 のように設定した。 

表－2 更新寿命の設定（構造物及び設備） 

区 分 法定耐用年数 本計画耐用年数 備   考 

土 木 60 60 場内配管を含む 

建 築 50 50  

電 気 20 20 受変電設備、動力制御設備等 

機 械 15 25 ポンプ設備等。法定の 1.5 倍相当 

計 装 10 15 計装設備等。法定の 1.5 倍相当 

・土木・建築構造物：法定耐用年数が 50～60 年と長く、現時点での延命化の判断が困難であるため、法

定耐用年数で更新するものとした。 

・電気設備：実績 15～25 年。メーカーによる保守対応期限が設定され、代替部品の有無が制約となるこ

とが多いことから、法定耐用年数と同様の 20 年とした。 



平成 22 年度技術報告集（25 号）掲載論文 
第 21 回技術研究発表会発表 

 Copyright © 2011 日本水工設計株式会社 All Rights Reserved.  4/7  

・機械設備：ポンプが主な機器。実績 15～30 年で予備機があることから、法定耐用年数以上の使用は可

能と考える。適切な点検・修繕により、法定耐用年数の 1.5 倍程度とした。 

・計装設備：実績 10～25 年。機械設備に比べ機能劣化は少ないと考えられ、法定耐用年数以上の使用は

可能と考える。適切な点検・修繕により、法定耐用年数の 1.5 倍程度とした。 

なお、水道施設の更新寿命は、運転時間や ON-OFF 頻度、周辺環境などに影響され、同じ機器であっても

異なる。また、水道施設に要求される技術水準（水質基準、耐震基準等）や設備仕様は、時代とともに変

化する。特に機械・電気設備は、土木・建築構造物の更新サイクルの間に２回以上の更新を行うことが多

いため、技術水準や設備仕様の変化も考慮しながら、更新時期を設定することになる。 

本計画では、十分な更新寿命実績データが得られなかったこともあり、上記のように一律の更新寿命を

設定したが、後述する『６．維持管理計画』において修繕や更新の判断を行う仕組みを計画している。今

後はその仕組みに基づいて維持管理を行うことで、リスク管理と延命化を図る方針とした。 

 

（４）管路の整備計画 

管路について整備優先順位と更新寿命を設定し、60 年間の整備計画を策定した。 

①整備優先順位の設定 

管路の整備(布設替え)優先順位は、管種と重要度に応じて表－3 のように設定した。耐震性が低く、

漏水事故が多い ACP、CIP、VP、DCIP-A 形などは優先して布設替えを行う。重要度は、導・送水管、大口

径配水管、緊急時給水先供給管路、緊急輸送道路布設管路を「主要管路」と定義し、重要度の高い管路

とした。 

また、新規に整備する管種は耐震管を採用し、DCIP-NS 形及び水道配水用ポリエチレン管とした。 

表－3 管路の整備優先順位と整備時期の目標（布設替え） 

優先順位 管  種 整備時期 備 考 

① ACP 
H22～H25 

前倒しも考慮 

② CIP 前倒しも考慮 

③ 
VP（主要管路） 

H26 以降 
前倒しも考慮 

DCIP-A 形（主要管路） 前倒しも考慮 

④ VP（主要管路以外） 
経年化に 

合わせて 

順次整備 

⑤より漏水事故が多い 

⑤ DCIP-A 形（主要管路以外）  

⑥ DCIP-K 形（地盤の悪い地区の主要管路） 軟弱地盤地区 

⑦ DCIP-K 形（上記以外）  

②更新寿命の設定 

管路は、一度埋設すると保守点検が困難であり、事後保全の対応となる。更新需要に占める管路の割

合が高いため、重要度の低い管路を対象に法定耐用年数を超えて使用するものとした。更新寿命は、重

要度及び管種特性を考慮し、以下のように設定した。 

・平成元年度以降に布設されたダクタイル鋳鉄管：他管種に比べ耐久性が高い（シールコート性能の向

上、外面塗装に合成樹脂塗装を採用）ことから、断水影響の大きい主要管路は法定耐用年数の 40 年程

度、その他の管路は法定耐用年数の最大 1.5 倍(60 年)まで使用する。 

・新規に布設するダクタイル鋳鉄管：ポリエチレンスリーブの設置により外面の劣化を防止して延命化

を図り、法定耐用年数の 1.5 倍(60 年)まで使用する。 

・水道配水用ポリエチレン管：石綿管や塩ビ管等に比べ耐久性が高いと考え、断水リスクの高い主要管

路は法定耐用年数の 40 年程度、その他の管路は法定耐用年数の最大 1.5 倍(60 年)まで使用する。 



平成 22 年度技術報告集（25 号）掲載論文 
第 21 回技術研究発表会発表 

 Copyright © 2011 日本水工設計株式会社 All Rights Reserved.  5/7  

（５）財政計画 

水道システム再構築計画、構造物及び設備、管路の整備計画を踏まえ、更新需要の見通しと財政収支の

見通しを算出した。 

①更新需要の見通し 

更新需要の算出結果を図－4 に示す。水道システム再構築計画及び整備計画の実施により、現状施設

を法定耐用年数で更新し続ける場合（図－2）に比べ、60 年間の総更新需要は約 682 億円から約 510 億

円まで、約 172 億円（25％）低減される。また、更新需要のピークは、5 年当たり約 112 億円から約 60

億円まで、約 46％低減され、更新需要の低減化と平準化が図られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 更新需要の見通し（計画） 

②財政収支の見通し 

現行料金を継続する場合は、起債を増加させても約 30 年後に資金が底をつく結果となるため、料金改

定案を試算した。図－5 に示すように、段階的な値上げを実施し、最大で現行料金の 1.4 倍の供給単価

とする必要がある。現状（図－3）では 1.9 倍の値上げが必要であり、料金水準の低減が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 単年度資金収支と資金残高の推移（計画、料金改定考慮） 
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６．維持管理計画 

（１）計画方針 

維持管理において修繕や更新の判断を適切に行うことで、必要な機能を維持しつつ、延命化によるコス

ト縮減を図るため、以下の方針で維持管理計画を検討した。 

①重要度に応じた保全方式の設定：重要度に応じて管理水準にメリハリをつけることで、重要施設の機

能保持の確実性向上と、以外の施設の管理費用･労力を低減して実現可能な管理計画とする。 

②健全度に応じた改善計画：健全度に応じた修繕や更新などの判断を行うことで、機能保持と延命化、

コスト縮減を図る。 

③更新単位の設定：関連する複数の施設の健全度を踏まえ、二重投資を避けた改善計画を立案し、コス

ト縮減を図る。 

④ＰＤＣＡサイクルの構築：上記に対応した維持管理の実施方法として、維持管理計画(P)－施設の運転

管理(D)－施設の状態管理(C)－改善計画の策定(A)の維持管理シナリオを設定する。 

 

（２）維持管理シナリオの作成 

図－6 に示すシナリオを作成した。 

①維持管理計画（P） 

施設ごとの機能・リスク分析を行

い、重要度(表－4)、更新寿命、更新

単位などを設定する。また、重要度

に応じて予防保全と事後対応（修繕

対応）など保全方式を設定する。 

②施設の運転管理（D）・状態管理(C) 

日々の運転管理や点検調査(１次

評価)、年１回程度の健全度評価(２

次評価)を実施し、今後数年程度の間

に改善(修繕或いは更新)を検討する

施設を抽出する。点検調査では健全

度評価に必要なデータを得るものと

した。健全度評価は、以下の４分類

で評価表を作成した。 

・ポンプ、バルブなど回転体（常時 

或いは間欠的に動く部品）を有す 

る施設(表－5) 

・計装設備のうち、測定精度が重要 

な流量計及び水質計器 

・上記以外の機械、電気設備 

・土木、建築構造物 

③改善計画の策定（A） 

健全度評価の結果からのリスクの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善計画の策定（Ａ） 
 

 

施設の運転管理（Ｄ） 
施設の状態管理（Ｃ） 

 

維持管理計画（Ｐ） 
〔機能レベルの分析評価〕⇒〔管理目標の設定〕 

 

３次評価 

（改善計画） 

重要度を考慮 

修繕 更新 システ

ム変更 
無対策 

当該施設 
のみ更新 

他施設とあ

わせた更新 

故障 

改善対象施設 
を抽出 

異
常
発
見 

異常なし 

〔水道施設管理台帳〕 

・取得年度、仕様、取得価格 

・保守、点検、修繕記録 

更新寿命の設定 

更新単位を考慮 

データ蓄積 

非重要施設→事後保全 

重要施設→予防保全 

財政への影響検討 

重要度の設定 更新単位の設定 

経済 
比較 

対策の 
最適化 

保全方式の設定 

１次評価 

（運転管理･点検調査） 

２次評価（年１回程度） 

（健全度評価） 

図－6 維持管理シナリオ 
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大小、重要度に応じたシステムへの影響度、更新単位などを勘案して、修繕、更新、システム変更、無

対策など、詳細な改善計画を立案する。更新の場合は、更新単位との関連により当該のみ更新するか、

他施設と合わせて更新するかの２通りがある。改善計画の実施にあたっては、ライフサイクルコストに

よる経済比較で最適な対策を選択するとともに、投資規模と料金への影響など財政への影響を検討する。 

改善計画の情報は水道施設管理台帳にデータ蓄積し、次年度以降の維持管理計画(P)に反映する。 

表－4 重要度の判定項目の例 

重
要
度 

レ

ベ

ル 

ユーザーへ 

の給水影響度 

処理機能への 

影響度 

安全性 

(人災・二次災害

への影響度) 

予備能力 

（予備機） 

の有無 

修繕交換 

費用 
修繕交換期間 

小 
 

 
 

 
 

 
 

 

大 

１ 
安全・安定して

給水可能 

処理機能に殆

ど影響がない 

安全性に殆ど影

響がない 

予備機有・ 

交互運転 

部品交換 

程度 

交換部品有・ 

即時修繕可 

２ 
短時間 

給水圧低下 

短時間処理機

能に影響 

二次災害への影

響がある 

予備機有・ 

間欠運転 

修繕コスト 

小 

交換部品有・ 

修繕に短時間 

３ 
長時間給水圧

低下 

長時間処理機

能に影響 

人災への影響が

ある 

予備機無・ 

連続運転 

修繕コスト 

中 

交換部品手配要・ 

修繕に短時間 

４ 
長時間広範囲

に断水 

処理機能が不

能 

人災・二次災害

への影響がある 

予備機無・ 

間欠運転 

修繕コスト 

大 

交換部品手配要・ 

修繕に長時間 

表－5 健全度評価表の例（回転体を有する施設） 

判定項目 基準点 評価点 特記事項 

稼動状況 １０   

使用年数超過度 ４０   

オーバーホール回数 １０   

故障修繕履歴 
主機 ２０   

補機 １０   

保全累計額 １０   

計 １００   

 

７．おわりに 

本稿では、水道ビジョンの基礎となる長期基本構想策定において、中長期の更新需要や財政収支見通し

に基づく施設整備計画の策定、施設の機能維持と延命化を実践する維持管理計画の策定など、ＡＭ手法を

活用した事例を示した。 

水道ビジョンでは、長期基本構想 60 年間の最初の 10 年間と位置づけ、将来的な更新需要低減のため施

設統廃合など水道システム再構築計画を含む事業計画を策定した。事業計画は料金値上げを伴うものであ

るが、中長期の更新需要や財政収支見通しや対応方針としての施設整備計画や維持管理計画を示すことで、

水道利用者等で構成される外部委員会の理解を得ることができた。ＡＭ手法はそれらを効果的に示すこと

ができ、ビジョン策定における有用なツールと考える。 

 


